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1-4．採用のときには労働条件通知書の確認を！ 

 

Ｑ：どうなる？こんなトラブル！ 

 採用のときに、『労働条件が記載されている書類がほしい』と言ったのですが、会  

社からもらえませんでした。 

 

Ａ：これがルール！ 

 労働契約を結ぶときに、使用者は、一定の労働条件が記載された書面を労働者に交

付しなければなりません。トラブル防止のため、採用のときに書面を交付してもらい、

保管しておくことを忘れないようにしましょう 

 

■書面は大事な証拠！ 

 労働契約は、書面を作っていなくても成立しますし、いったん定められた労働契約

は、雇い主も労働者も守らなければなりません。 

 しかし、どんな契約を結んだのかをしっかりと目に見える形にしておかないと、お

互いの思い違いや、後になって「言った」「言わない」といったトラブルが起こったり

します。また、お互いの言い分が違うと、裁判所や行政機関も、トラブルを解決する

ための正確な判断をしにくくなってしまいます。  

 そのため、雇い主にとっても労働者にとっても、労働契約の内容を書面にして残し

ておくことは、後のトラブルを防止し、あるいはトラブルが起こったときに正しい解

決をするために、とても重要なことなのです。 

 

■労働条件の明示は雇い主の義務！ 

 こういったトラブルを回避するため、使用者は採用のときに、次の事項について記

載した書面を、労働者に交付しなければならないことになっています（ただし、労働

者が希望した場合に限って、メール等でもよいとされています。メールは消去せず保

存・保管しておくと後日役立つこともあります）。この義務に違反した雇い主には、最

高で 30 万円以下の罰金が科せられます。  

 ① 契約期間の定めの有無 

② 有期労働契約の場合には、更新の有無、更新がある場合はその基準（令和６年

４月１日からは、有期労働契約を更新する場合の基準に関する事項（通算契約期

間又は更新回数の上限を含む）が明示事項に追加されます) 

③ 就業の場所（令和６年４月１日からは、「就業の場所の変更の範囲」が明示事項

に追加されます） 
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④ 従事すべき業務の内容（令和 6 年 4 月 1 日からは、従事すべき業務の変更の

範囲が追加されます。 

⑤ 始業・終業の時刻、残業の有無、休憩時間、休日・休暇、交替制勤務をさせる

場合の就業時転換に関する事項 

⑥ 賃金の決定・計算・支払方法・締切り・支払時期  

⑦ 解雇の事由を含む退職についての事項  

 これに加えて、パート・アルバイト、契約社員などの名称にかかわらず、正社員よ

りも所定勤務時間の短い労働者や雇用期間を定めた労働者を採用する際には、昇給の

「有無」、退職手当の「有無」、賞与の「有無」と、「待遇について説明する相談窓口」

がどこかも明示することが義務付けられています。これに違反した雇い主には、10 万

円以下の過料が科せられます。 

 また、その契約期間内に無期転換申込権が発生する有期労働契約の締結の場合  に

おいては、使用者は、無期転換申込みに関する事項及び無期転換後の労働条件を明示

しなければなりません。（無期転換については「5-4. 有期契約が無期契約にかわると

き」参照） 

 

■渡された書面はしっかりと保管 

 使用者が、労働者に交付する労働条件が記載された書面は、特に決められた様式が

あるわけではありませんが、厚生労働省は、労働条件通知書として、14～15 ページの

ようなモデルを公表しています。 

 採用のときには、労働条件が記載されている書面をもらうことを忘れないようにし

ましょう。また、書面は、後でトラブルになったときに大事な証拠となることがあり

ますから、働き始めた後もしっかりと保管しておきましょう。  

 

■契約期間を決めて働く場合 

 期間を決めて働く有期労働契約については、契約期間終了時に、更新をめぐるトラ

ブルが多く発生しています。そこで、労働基準法第 15 条に基づく労働基準法施行規

則第 15 条では、有期労働契約の場合には、「期間の定めのある労働契約を更新する場

合の基準に関する事項」を書面などで明示しなければならないとしています。  

すなわち、契約がいったん終了した後で、さらに更新されることがあるのかないの

かということ、更新することがある場合の基準（例えば、「契約期間満了時の業務量に

より判断する」、「労働者の勤務成績、態度により判断する」など）は、書面で明示す

ることが義務付けられています。この内容についても、後のトラブル防止のため、し

っかりと確認しておきましょう。 

 令和６年４月１日以降は、採用時・契約更新時の労働条件の明示義務に次ページの

事項が加わります。 
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採用時の労働条件明示義務の拡大（令和 6 年 4 月施行） 

明示の時期 追 加 さ れ る 明 示 事 項 

全ての労働契約の締

結時と有期労働契約

の更新時 

 

１．就業場所・業務の変更の範囲 

 

 

有期労働契約の締結

時と更新時 

 

２．更新上限（通算契約期間または更新回数の上限）

の有無と内容 

併せて、最初の労働契約の締結より後に更新上限を

新設・短縮する場合は、その理由を労働者にあらか

じめ説明 

 

無期転換ルールに基

づく無期転換申込権

が発生する契約の更

新時 

３．無期転換申込機会 

４．無期転換後の労働条件 

併せて、無期転換後の労働条件を決定するに当た

って、就業の実態に応じて、正社員等とのバラン

スを考慮した事項について、有期契約労働者に説

明するよう努めなければならない。  
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〇労働条件通知書(短時間労働者用；常用、有期雇用型) 

 

 



15 

 

 


